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イベント・催し等の開催の有無等は事前にご確認を！　また、休館している区施設等もありますので、事前にご確認ください。

イベント・催し等の開催の有無等は事前にご確認を！

地方譲与税など
その他
貸付金元利収入など
諸収入
施設の使用料など
使用料及び手数料
前年度からの繰越金
繰越金
地方消費税の区への配分額
地方消費税交付金
東京都からの補助金など
都支出金
都区財政調整による交付金
特別区交付金
国からの補助金など
国庫支出金
区民税･たばこ税など
特別区税491億8,500万円

452億1,500万円（91.9％）
302億5,500万円
273億5,500万円（90.4％）
296億5,100万円
294億6,700万円（99.4％）

121億7,000万円

（　）内は収入率
または執行率

101億7,500万円（83.6％）
102億8,300万円
101億7,400万円（98.9％）

45億8,000万円
45億8,000万円（100.0％）
45億5,700万円
42億8,700万円（94.1％）
31億9,100万円
28億7,700万円（90.1％）
103億2,200万円
64億7,500万円（62.7％）

143億6,000万円
107億2,000万円（68.5％）
156億5,900万円

97億3,900万円（67.8％）
117億5,500万円
88億7,700万円（75.5％）
107億400万円
89億1,500万円（83.3％）
76億1,600万円
69億600万円（90.7％）
72億700万円
61億300万円（84.7％）
121億9,600万円
64億3,200万円（52.7％）

予算現額
収入済額
支出済額

商工振興など
その他

区民施設運営､地域振興など
地域振興費

環境保護､清掃･リサイクルなど
環境清掃費

小･中学校､図書館など
教育費

全般的管理事務や防災､選挙など
総務費

道路や公園､都市計画など
土木費

健康診断など
健康費

児童の福祉など
子ども家庭費

高齢者の福祉や生活保護など
福祉費

◎収入･支出済額の内訳 歳出歳入
収入済額1,406億500万円（収入率91.2％） 支出済額1,245億4,100万円（執行率80.8％）

財政運営状況

令和元年度 下半期
　区では、地方自治法の規定に基づいて毎年６月と１２月の２回、歳入・歳出予算の補正や執行状況などを公
表し、財政面から区政運営の状況を区民の皆さんにお知らせしています。今回は、令和元年度に予算を補
正して取り組んだ事業と、令和２年３月末現在の財政状況の概要をお知らせします。
　なお、区財政の収支は、５月末までを収入と支出を整理する期間としています。令和元年度決算の概要
は、１０月末にお知らせします。
【問合せ】財政課（本庁舎３階）☎（５２７３）４０４９・㋫（３２０９）１１７８へ。

予算の概要
　令和元年度当初予算に補正予算を加えた
最終予算は、１０回（下半期６回）の補正を行っ
た結果、１，５３１億７，４００万円でした（右図）。主
な補正予算の内容は右表のとおりです。
収入・支出の状況
　最終予算に平成３０年度から繰り越した
事業費１０億２，０００万円を加えた予算現額は
１，５４１億９，４００万円です。令和２年３月末現
在の収入済額（歳入）は１，４０６億５００万円
（収入率９１．２％）、支出済額（歳出）は１，２４５
億４，１００万円（執行率８０．８％）です（下図）。

一般会計
◎�区の予算は一般会計と特別会計があります。一般会計では、特別会計（国民健康保険・介護保険・後期高齢者医療）以外の
区政に必要なあらゆる収入と支出を扱います。
◎歳入・歳出予算は、１つの会計年度内の収入と支出の見積もりです。収入済額・支出済額は実際の収入と支出の額です。

特別区債と基金
　施設の建設や用地の取得等に多額の資金を必要とする場合、特別区債を発行して資金を借り入れ、財源を補
充します。令和２年３月末では、発行額３０５億１，４００万円、償還済額１２４億７，５００万円で、現在高は１８０億３，９００万
円です（下図）。また、区の貯金に当たる基金の令和２年３月末の現在高は５３０億７，８００万円です（下表）。

◎令和元年度に予算を補正した主な事業
補正事業 補正予算額

プレミアム付商品券事業 ８億6，９2８万円

小・中学校のブロック塀等安全対策 2億８，5４７万円

幼児教育・保育の無償化 2億８，１60万円

麻しん・風しん予防接種等 １億１，９33万円

牛込保健センター等複合施設の建替え １億620万円

受動喫煙防止対策の推進 ７，000万円

※�3月の予算の補正では、工事費などの実績に応じて総
額3４億７，5９９万円を減額しました。

平成30年度からの
繰越事業費

１0億2，000万円

◎一般会計の流れ

令和元年度当初予算　１，50８億４，７00万円

補正（上半期４回・下半期6回）
23億2，７00万円

令和元年度最終予算　１，53１億７，４00万円

令和元年度予算現額　１，５４１億９，４００万円

●一方的に奪われる特別区の税源
　「地方創生の推進」と「税源偏在是正」の名のもと、地方法人課税の一部国税
化や地方消費税の清算基準の見直し、ふるさと納税等の不合理な税制改正に
より、特別区の貴重な税源は一方的に奪われています。
　こうした不合理な税制改正による特別区全体の影響額は２，３００億円を上回
る規模で、これは特別区における人口５０万人程度の財政規模に相当する額で
す。
　地方税を国税化して再配分する手法は、応益負担や負担分任という地方税
の本旨を無視したものです。本来、地方財源の不足や地域間の税収等の格差
は、国の責任で地方交付税財源の法定率を引き上げ、調整するべきです。

●目指すべき地方税財源の充実
　特別区は、持続的な都市の発展のために取り組むべき喫緊の課題や将来的
な課題が山積しています。
　また、地方交付税交付金の不交付団体であることから、経済危機や大規模災
害により地方税等が大幅に減収する場合にも、交付金等に頼らずに自らの財
源で積み立てた基金の活用等により対応する必要があります。
　備えとしての基金の増加や税収の多寡という側面にのみ焦点を当てて、あ
たかも財源に余裕があるとする議論は容認できません。
　今必要なことは、全国各地域が自らの責任で真に必要な住民サービスを提
供し、自治体間の積極的な交流や協働事業によって共存共栄する良好な関係
構築を図ることであり、税源の奪い合いで自治体間に不要な対立を生むよう
な制度は認められません。
　今こそ、各地域を支える地方税財源の充実強化を図り、日本全体が持続可能
な発展を目指すべきです。

不合理な税制改正に対する特別区の主張

◎基金の現在高
基金の種類 現在高

財政調整基金（年度間の財源の調整を図るための基金） 302億８，９00万円
社会資本等整備基金（公共施設等を整備するための基金） ７5億6，７00万円
減債基金（特別区債の償還に必要な財源を確保するため
の基金） 56億７，４00万円

義務教育施設整備等次世代育成環境整備基金（小・中学校
などの教育関連施設や保育所などの子育て関連施設を整
備するための基金）

４８億6，600万円

その他特定目的基金（公園やスポーツ施設の整備、地場産
業の振興など特定の目的のための基金） ４6億８，200万円

合　計 530億７，８00万円
※�基金現在高は令和2年3月末時点での現金等の保有額です。5月末までの収入
と支出を整理する出納整理期間中の積み立てや取り崩しは反映していません。

◎特別区債の現在高
土木債
道路・公園整備など
59億900万円（32.8％）

健康債等
健康推進施設建設など
18億3,400万円(10.2％)
住民税減税補てん債（★）
9億3,600万円（5.2％）
子ども家庭債
子ども家庭施設建設など
12億7,300万円（7.0％）
福祉債
福祉施設整備など
14億6,500万円（8.1％）

総務債
防災施設･庁舎整備など 19億2,700万円（10.7％）

教育債
学校建物整備など
46億9,500万円（26.0％）

現在高
（令和2年3月末現在）

180億3,900万円

★住民税減税補てん債とは､税制改正
に伴う地方公共団体の減収額を埋める
ために発行した地方債のことです。
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